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一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

第 405 回定例会議 

 

発言順序 １ 議席番号 11 氏  名 関 由紀夫 

      

質  問  事  項 質  問  要  旨 

  
１ 地域医療について  

  
⑴ 地域医療体制について 全国的にみても地域医療の問題は深刻です。 

・医師の確保が出来ない 

・病院経営が厳しく運営が出来ない等 

私は地域医療シンポジウム｢矢板市民の目線で考

える救急医療｣（平成 24 年矢板イースタンホテル）

に参加した際に、医師と住民をつないでいくために

は、行政・議会・マスコミそして住民の意見をどの

ように考えるかが重要と感じました。 

矢板市は診療所だけではなく、基幹病院があるこ

とでまだ恵まれています。 

基幹病院や、かかりつけ医の機能を持つ市内クリ

ニックの充実は市の維持・発展に不可欠です。 

今後の地域医療体制について市の考えを伺う。 

  
⑵ 二次救急について 二次救急は、入院治療が必要な救急患者を対象と

し、輪番制などにより、各医療機関において二次救

急の指定を受けた複数の病院が、当番日に 24 時間

体制で受け入れを行う体制とされています。 

矢板市を含めた塩谷医療圏内の救急搬送につい

ては、栃木県の令和６年消防防災年報によると、119

番通報を受けてから、医療機関収容までの所要時間

は 54.5 分となっています。 

これらについては様々な要因が考えられますが、

その一つには医師不足があげられると思います。 

また、市民一人一人が、かかりつけ医を持つこと

で不要不急の救急依頼が減少し、二次救急対応への

支障が減少すると考えます。 

現在の二次救急について市の考えを伺う。 

  
⑶ 医師の確保について 塩谷病院には現在 26 名が在籍しておりますが、

高齢化の進行や、こども医療の充実など、地域の医

療需要の高まりを考えると、更なる医師確保が必要

だと思います。 



  

県の力を借りずに単独で行うなら、民間企業や団

体からの寄附金を活用する｢寄附講座｣の設立が良

いと思います。 

財政の問題がありますが、これについては市並び

に地域住民が「地域の医療は地域で守る」姿勢で、

住みよい市にするためには市も住民もそれ相応の

覚悟が必要です。 

医師の確保について市の考えを伺う。 

  
２ 大手進出企業への支援につい

て 

本年６月の新聞報道により、大手菓子メーカーの

シャトレーゼホールディングスが、シャープ栃木工

場跡地の一部を取得して洋菓子やアイスなどを製

造する新工場を整備する方針が明らかになりまし

た。 

同月の市議会全員協議会の際、森島市長からシャ

ープ栃木工場未利用地への企業誘致についての報

告がございましたが、その中で「新たな食品工場の

新設というものにつきましては、雇用の創出、こち

らはもとより、農産物の活用など、地域経済発展に

大きくつながるものであると期待しております。シ

ャトレーゼから今後の事業スケジュール等は発表

されておりませんけれども、できるだけ早く操業し

ていただけるようにできる限りの支援に努めてま

いりたいと思っております。」と説明されておりま

す。 

現在、「消滅可能性自治体」に含まれている本市に

とりまして、今回の大手菓子メーカーの企業進出

は、雇用と経済の発展にかなりの好影響となるもの

と思っており、市民の関心も非常に高く、私も大い

に期待しているところでありますので質問させて

いただきます。 

  
⑴ 地域経済の発展について 現在、次期総合戦略を策定中ですが、将来人口の

推計において、緩やかな下降線をたどることはやむ

を得ない中にあって、今回の企業進出によって、少

なからず雇用や地域経済に好影響があると思いま

すが、市の考えを伺います。 

  
⑵ 具体的な支援について 今後、進出企業への具体的な支援など、市として

考えられるものがあれば、お伺いいたします。 

  
  



  

一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

第 405 回定例会議 

 

発言順序 ２ 議席番号 10 氏  名 髙瀬 由子 

      

質  問  事  項 質  問  要  旨 

  
１ ネーミングライツについて 

―「矢板の未来」を築く― 

現在、矢板市では、公共施設にネーミングライツ

事業を実施しており、「緑新スタジアムＹＡＩＴＡ」

「大進電気グラウンド」「システム興産スタジアム」

がある。 

ネーミングライツ事業により、市は施設維持費の

負担を軽減でき、地域活性化につなげることができ

る。企業側は、宣伝効果や企業イメージの向上を図

ることが可能になる。 

「文化スポーツ複合施設」や「子ども未来館」な

ど、今後のネーミングライツの取組について当局の

意向を伺う。 

  
２ 行政区（自治会）の在り方に

ついて 

―「選ばれる矢板・住みやすい

まちづくり」を目指して― 

核家族化や高齢化に従い、行政区（自治会）に加

入しにくい状況が顕著になっている。フルタイムで

働く人にとっては、行政区（自治会）の行事や班の

役割のために仕事を休まざるを得ない状況もある。 

各行政区が、地域独自の様々な取組を行ってい

る。これらの工夫が、人間関係を円滑にし、「地域で

のつながり」「絆」を強固にし、郷土愛を醸成して行

政区の中での「住みやすさ」につながると考える。 

加入しやすい行政区（自治会）、住みやすいまちづ

くりを目指すために、各行政区（自治会）の成功事

例や問題点を区長会やホームページ等で共有した

り、地域のまとめ方について再検討したりしてはい

かがか。市の考えを伺う。 

  
３ お元気ポイント事業について 

―「生きがい日本一！」を目指

して― 

お元気ポイント事業は、2016 年３月「ポイント制

導入による共生社会・幸齢社会づくり―生きがい日

本一を目指して―」の一般質問で提案させていただ

き、中村有子元議員の要望もあって 2016 年４月１

日より開始された。お元気ポイントがもらえる「き

らきらサロン」が市内各地に創設され、大勢の登録

者が、様々なイベントに参加し、高齢者の方の生き

がいづくりに大いに寄与している。 

サロンでは、希望により、市の出前講座（体力測

定、歯科講話、栄養講話、介護保険の話、認知症サ



  

ポーター養成講座など）も開催可能となっている。 

「お元気ポイント事業」の今後の展望について伺

う。 

  
４ 孫休暇について 

―「皆で子育てのまち」を目指

して― 

近年、核家族化、共働き夫婦の増加が進み、定年

延長の流れを受け、現役世代として就労する期間に

孫が生まれ育児のサポートを求められる中高年の

働き手が増えている。 

これに伴い、出産や育児の対象が孫であっても親

と同様に休めるよう、育児休暇や子供の看護休暇の

対象を祖父母まで広げる形で「孫休暇」を導入する

動きが広がっている。祖父母にも孫に対する育児休

暇の枠組みを提供することで、働きやすい環境をア

ピールできるほか、育児を理由とした中高年社員の

離職防止にもつながることから、導入自治体が増え

てきた。 

宮城県は 2023 年１月に自治体として初めて「孫

の育児休暇」を導入した。従来、父母に限っていた

育児休暇の対象を祖父母まで拡大し、出産予定日の

８週前から１歳になるまでに、５日間の休暇を認め

ている。神奈川県や岡山市も 2024 年４月から同様

の休暇を始めている。近隣では、那須塩原市が 2025

年４月から導入した。 

政府も孫育休に注力し、次世代育成支援対策推進

法の行動計画策定指針の一般事業主行動計画の内

容に関する事項において、「小学校就学後の子ども

や孫の子育てのための休暇制度を創設する」ことを

促している。少子化対策として効果を期待できる

上、自治体や政府が孫休暇を推奨することで、民間

の導入を後押しできる。 

孫休暇について当局の意向を伺う。 

  
５ 矢板の子育て施策の充実と発

信について 

―「子育て環境日本一！」を目

指して― 

教育福祉産業常任委員会で視察した山形県村山

市(人口約２万１千人)では、若い世代をターゲット

に、「村山市子育てスマイルプロジェクト」として結

婚、妊娠から子育て、教育まで子育て世代のライフ

イベントを応援している。その内容をＡ３サイズの

用紙にまとめ、「山形県内初」などのロゴを入れて、

道の駅などの施設に掲出して周知を図っている。 

「子育て応援都市宣言」の兵庫県相生市(人口約

２万７千人)では、全庁的な子育て支援をまとめ「相

生市の 11 の鍵」として広報している。 

10 年前、初めての一般質問時に「給食費無償化」

など、子育てに関する施策を提案させていただい



  

た。現在、施策はより充実したものとなり、ホーム

ページにも掲載されている。 

一方、矢板市では、遠藤元市長の時代に「子育て

環境日本一！」を掲げ、子育て世代への支援策が推

進されてきた。その結果、ママ友間では「18 歳まで

は矢板市」という言葉も聞かれるようになった。市

保健師による妊娠期から子育て期にわたる切れ目

のない伴走型支援「矢板版ネウボラ」や「子育てポ

ータルサイト」の開設など、先進的な事業も多数行

われている。 

2023 年１月に市内外の高校生 48 人と市政に対し

ての意見交換会を行った「こどもまんなかミーティ

ング」や、2024 年に就学前から中学生の世帯・保護

者、中学生から 39 歳の市民を対象に実施した各種

アンケートの結果を受け、子育て支援が更に充実し

た。 

  
⑴ 子育て支援アプリ「やいた

ぐるみ」女性の健康管理支援

アプリ「ルナルナ」の利用状

況、評判について 

2024 年７月には子育て支援アプリ「やいたぐる

み」が始動し、パパもママも子供の成長記録を簡単

に共有できるようになったことに加え、「オンライ

ン面談・予約システム」も機能の一つとして導入さ

れたことで、ママだけでなくパパにとっても、安心・

便利に子育てに取り組める環境が構築されている。 

また、今年７月には、女性の健康管理や妊娠を希

望するカップルへの支援「ルナルナ」の無償提供も

開始した。 

これらの利用状況、評判について伺う。 

  
⑵ 子育て施策の発信について 2023 年「こどもまんなか応援ブック」制作の際に

は、子育て支援だけでなく、住宅支援も入った。こ

の応援ブックは、現在、保育園、幼稚園などで配布

し、子ども未来館にも置かれているが、市外の方に

向けて効果的にＰＲすることが重要である。 

結婚・妊娠、育児、教育、医療、住宅の優遇制度

等、矢板市の子育て関連施策についてまとめ、「こど

もまんなか応援サポーター宣言」都市として矢板の

子育て支援を発信してはいかがか。市の考えを伺

う。 

  
  



  

一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

第 405 回定例会議 

 

発言順序 ３ 議席番号 ２ 氏  名 榊 真衣子 

      

質  問  事  項 質  問  要  旨 

  
１ キャリアを継続しながら子供

を育てるための支援について 

急な体調不良の際の子供の預け先の有無は、保護

者のキャリア継続のための重要な要素となってい

ます。また、祖父母世代も就労している現代では、

子供だけではなく孫の養育に関わる支援も必要で

す。母親だけに限らず、祖父母世代も含めた子育て

に関わる全ての人がキャリアを継続しながら共に

子供を育てていくための支援について、質問いたし

ます。 

  
⑴ 病児保育を利用しやすくす

る支援について 

矢板市では、令和７年 10 月１日から市内施設で

の病院併設型の病児保育が開始されることになり

ました。これまでは市内に施設がなく、市外施設へ

の送迎が親子の負担となっておりましたが、市内施

設での実施により、病児を抱える保護者と子本人の

負担が大幅に軽減され、子育てと就労の両立支援に

もつながるものと思います。 

さらに一歩進んで、山形県村山市では、ＮＰＯ法

人による病児送迎サービスがあり、送迎に係る費用

も市の病児保育事業費として計上されています。病

児保育を利用しやすくするためには、送迎サービス

などの支援が有用であると考えますが、本市とし

て、そのようなサービスの今後の導入の可能性につ

いて伺います。 

  
⑵ 家族支援のための休暇制度

の創設について 

現代では、子の出産時のサポートや、孫が病気に

なった際の対応のために祖父母世代が仕事を休む

ケースも少なくありません。祖父母が休暇を取得し

て育児支援を行うことのできる環境は、保護者の就

業継続を支えることにもつながります。看護休暇や

介護休暇の条件から外れる事情にも対応できる総

合的な休暇制度を創設することで、市の採用力向上

や市内民間企業への波及効果も期待できます。家族

の支援のために使える「ファミリーサポート休暇」

などの創設について、本市の考えを伺います。 

  
２ ふるさと納税について  ふるさと納税は、全国に本市の魅力を発信し、歳



  

入を確保する重要な手段です。市外に移った元市民

や、移住者の親戚・友人など「矢板と縁のある人々」

は全国に存在し、こうした潜在的な応援者にアプロ

ーチできる仕組みを整えることが、寄附拡大の鍵に

なると考えます。ふるさと納税を市民一人一人とと

もに成長させていくために、以下の質問をいたしま

す。 

  
⑴ 今年度の目標について 令和７年度のふるさと納税収入の目標金額を伺

います。 

  
⑵ 目標達成のための施策につ

いて 

目標達成に向けた具体的施策について伺います。 

  
⑶ 企業版ふるさと納税の獲得

のための施策について 

市民一人一人が、縁のある市外・県外企業に働き

かけることで収入増が見込めます。営業ツールの作

成や営業インセンティブ創出について、市の考えを

伺います。 

  
３ 市外へのＰＲのための地場産

品の利用促進について 

お中元・お歳暮などの贈答や手土産は、市の魅力

を市外に広める好機です。贈答用に地場産品の購入

を促す制度の創設や、魅力ある贈答用商品の開発に

ついて、市の考えを伺います。 

  
    



  

一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

第 405 回定例会議 

 

発言順序 ４ 議席番号 １ 氏  名 渡邉 英子 

      

質  問  事  項 質  問  要  旨 

  
１ 学校給食について 米や食材の高騰は、学校給食に大きな影響を与え

ています。自治体によっては、給食費の値上げを余

儀なくされ、献立の見直しや食材の変更を行ってい

るなどのケースも増えています。また、値上げ幅を

抑えるために自治体が独自財源や交付金で一部を

負担するケースも見られます。学校給食は子供たち

の成長に欠かせないものです。食材の高騰による影

響を最小限に抑え、子供たちが安心して栄養バラン

スの取れた給食を食べ、保護者の経済的負担を増や

さないための今後の対策について市の考えをお伺

いいたします。 

  
⑴ 学校給食の現状と今後の対

応について 

米や食材の高騰による学校給食の献立内容や提

供する量などへの影響について市の現状と今後の

対応についてお伺いいたします。 

  
⑵ 給食費の一部無償化の継続

について 

現在、３か月分の給食費の一部無償化を行ってい

るが、保護者の経済的負担軽減のためにも、無償化

の継続はできないかお伺いいたします。 

  
２ 街区公園のトイレについて 都市公園は、地域住民のレクリエーションや憩い

の場、防災、文化活動の場を提供するなど、多様な

役割を担っています。矢板市には、長峰公園、川崎

城跡公園、御前原公園、矢板運動公園など大きな都

市公園の他に、18 箇所の小さな街区公園があり、そ

の多くの公園にトイレが設置されています。しか

し、街区公園の中には、老朽化が進み、利用をため

らってしまうようなトイレもあります。防犯や景観

上の観点から、撤去も含め修繕や改修を検討すべき

ではないでしょうか。市の考えをお伺いいたしま

す。 

  
３ 市役所駐車場の公衆トイレに

ついて 

市役所駐車場内には、公衆トイレが設置されてお

り、市のバスを利用した研修時などの出発前には、

駐車場内の公衆トイレを利用する方が少なくあり

ません。また、市役所入口前には、市内循環バスの

停留所があり、循環バスの利用者もトイレを利用す



  

る際には、庁舎内のトイレではなく、駐車場のトイ

レを使用しています。 

健康のために街中を歩いている人も増えていま

す。市民にとって、市役所駐車場の公衆トイレは、

便利な場所にあり必要性は高いです。前回の質問時

には、公衆トイレは解体し、新たに設置はしないと

のことでしたが、市役所の建て替えも控えています

し、現在の市役所が存在する間は、解体を延期する

ことはできないでしょうか。市の考えをお伺いいた

します。 

  
４ 災害時協定について 大規模停電などが発生した場合には、非常電源の

確保が必要です。災害時の避難所生活には、食料や

衛生用品の確保が必要となります。県内でも災害時

における企業や団体などとの協力や協定を結ぶ自

治体が増えています。現状も含め今後に向けての市

の考えをお伺いいたします。 

  
⑴ 物資供給の企業との協定に

ついて 

災害時に避難所で必要なものとして、水や食料品

はもちろん、衛生用品も必要性が高く、特に子供や

大人の紙おむつ、生理用品も備蓄をしておく必要性

があります。また、ミルクなどは、消費期限に応じ

て買い替えも必要です。現在、市内スーパーや企業

との様々な災害時協定を結んでいますが、衛生用品

製造会社やミルク製造会社等との物資供給の協定

を結んでおくことも必要ではないでしょうか。市の

考えをお伺いいたします。 

  
⑵ 個人の電動車の災害時協力

車登録制度について 

栃木県では災害時に外部給電可能な電動車（Ｅ

Ｖ、ＰＨＶ、ＨＶ、ＦＣＶ）を事前に登録し、災害

時の緊急電源として活用する「栃木県災害時協力車

登録制度」を運用しています。矢板市においても大

規模停電時に避難所などでの給電活動ができるよ

うに、対象となる自動車の災害時協力車登録制度を

進めるべきではないでしょうか。市の考えをお伺い

いたします。 

  
⑶ 企業との電動車の災害時協

力車登録について 

市内には、多くの自動車販売店があります。また、

外部給電機能を持つ自動車を多数所有する企業も

あります。外部給電機能を持つ電気自動車、燃料電

池自動車、ハイブリッド自動車及びプラグインハイ

ブリッド自動車などが、給電活動を行うことによっ

て、避難所等での非常電源の確保ができます。電源

の確保は重要です。自動車は、移動ができるので、



  

どこでも非常電源として利用できます。非常事態に

備えて市内の企業に、電源として活用できる電動車

の災害時協力車登録をしてもらうべきではないで

しょうか。市の考えをお伺いいたします。 

  
⑷ 個人が所有する防災備品の

登録制度の実施について 

ボランティア活動を行っている団体や個人でも

発電機や炊き出し用の大鍋、テントなど、災害時に

必要とされる備品を持っている方がいます。また、

軽トラックやクレーン付きトラックも荷物を運ぶ

のに必要です。緊急時に備えて、防災備品としての

登録制度を設けてはいかがでしょうか。市の考えを

お伺いいたします。 

  
  



  

一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

第 405 回定例会議 

 

発言順序 ５ 議席番号 ４ 氏  名 齋藤 典子 

      

質  問  事  項 質  問  要  旨 

  
１ 農地の地域計画について 地域計画とは農業者の高齢化や担い手不足に対

し将来にわたって農地を適切に使用していくため

の計画です。この計画は農業経営基盤強化促進法が

令和４年５月に改正され、10 年後を見据え地域計画

として地域で話し合い、令和７年３月末までに市の

計画としての策定が求められました。 

矢板市としての地域計画の状況と今後の取組に

ついて質問いたします。 

  
⑴ 策定の現状と課題について 農業振興と食料自給率向上を目的とした農地の

地域計画の取組は重要であると捉えています。 

昨年３回にわたり、地域計画の話合いがなされ、

規模拡大の意向のある担い手が少ないことや、担い

手不足などで、維持管理が困難な地域もありまし

た。またそれぞれの地域に圃場整備などの、課題も

ありましたが、これらの課題について市の対応策な

どを伺います。 

  
⑵ 担い手確保を含めた今後の

取組について 

10 年後の持続可能な農業の実現のために、地域計

画が策定されたことで、担い手確保は不可欠である

と考えます。 

農地を守って行くため、矢板市では新規就農者支

援を実施していると認識していますが、それでも就

農するにはかなりの資金が必要です。また経営を継

承する後継者を確保することは更に重要です。 

新規就農者や後継者に対して今後、どのような支

援を検討していくのか、市の考えを伺います。 

  
２ 高齢者の孤独・孤立対策につ

いて 

孤独・孤立対策推進法が令和６年４月１日に施行

されました。この法律は「孤独・孤立に悩む人を誰

ひとり取り残さない社会」「相互に支え合い、人と人

との「つながり」が生まれる社会」を目指すことと

しています。 

現在、国内において 1,092 万人が高齢者の孤独・

孤立状態であると推定されるといわれています。 

矢板市でも高齢化が進み、孤独・孤立の高齢者は



  

多いと思われます。定年退職後に日常的な交流の機

会が減り、社会とのつながりが希薄になる傾向があ

り、急に孤立してしまうことがあります。また行政

区（自治体）を抜けてしまい、地域から孤立し、こ

のため生活習慣病や、精神的な健康問題・フレイル

のリスクも高まり孤独死といったことも考えられ

ます。一人暮らしの高齢者が、地域で安心して暮ら

し続けられるためには、孤独・孤立を予防し、つな

がりを保つための取組が不可欠です。 

孤独・孤立対策推進法に基づき、声を上げにくい

方に対して、見守りや安心できる暮らしを支えて行

くための対応策について市の考えを伺います。 

  
    



  

一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

第 405 回定例会議 

 

発言順序 ６ 議席番号 ５ 氏  名 神谷 靖 

      

質  問  事  項 質  問  要  旨 

  
１ ＡＩ技術の利用促進に 

ついて 

本年６月４日に「ＡＩ法（人工知能関連技術の研

究開発及び活用の推進に関する法律）」が公布され、

ＡＩの研究開発と利活用を適正に推進するための

基本的な枠組みが定められました。以下、ＡＩ技術

の利用促進について質問します。 

  
⑴ ＡＩ法の影響について ＡＩ法により、生成ＡＩ等のＡＩ技術が地方行政

において期待される効果、及び導入に際して求めら

れるガバナンスについて伺います。 

  
⑵ 具体的な対応について 本市におけるＡＩ技術活用の現状と今後の対応

について伺います。 

  
２ 観光資源の整備・保全につい

て 

市内観光資源について、訪れる方がまた来たいと

思っていただけるように整備し、保全に努める必要

があります。以下、観光資源の課題について質問し

ます。 

  
⑴ 川崎城跡公園の整備につい

て 

川崎城跡公園の整備状況、及び主郭（本丸）やあ

ずまやからの眺望等の課題と今後の対応について

伺います。 

  
⑵ 高原山山麓周辺のヤマビル

対策について 

高原山山麓周辺でヤマビルが大発生して、県民の

森周辺のハイキングコース等において注意が必要

と聞きました。栃木県発行のヤマビル対策マニュア

ルでも県内生息地として矢板市が挙げられていま

す。本市のヤマビル対策状況について伺います。 

  
３ 旧安沢小学校跡地の利活用に

ついて 

旧安沢小学校跡地について、利用されずに現状に

至っている理由と今後の利活用に向けた対応につ

いて伺います。 

  
４ 予防医療の取組について 病気の発症や進行を未然に防ぎ、健康を維持・増

進することを目的として予防医療が行われていま

す。市民の健康寿命の延伸に向けた取組について質

問します。 
  
⑴ 胃がん検診率向上への取組 病気の早期発見・早期治療で重症化を防ぐことを



  

について 目的とした二次予防の取組として、健診・がん検診

が行われています。胃がん検診はバリウムによる胃

部Ｘ線検査が行われていますが、バリウムを受け付

けない方や体力的な理由で検診を止めている方が

います。胃がん検診率向上に向けた取組について伺

います。 

  

⑵ 社会的フレイル対策につい

て 

高齢者に特化した予防医療として、身体・精神・

社会機能の低下を防ぎ、健康寿命を延ばすフレイル

予防があります。フレイル状態の一つである「社会

的フレイル」は、人とのつながりや社会参加の減少

により、身体・精神機能の低下が進むため、その対

策が重要となります。本市の社会的フレイル対策の

取組状況と課題、今後の取組について伺います。 

  
    



  

 

一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

第 405 回定例会議 

 

発言順序 ７ 議席番号 13 氏  名 伊藤 幹夫 

      

質  問  事  項 質  問  要  旨 

  
１ 矢板市国土強靭化地域計画に

ついて 

近年は毎年のように集中豪雨があり、平成 28 年

熊本地震、令和６年能登半島地震など自然災害によ

る道路・橋梁などのインフラや官公庁施設が被災し

た事例がありました。矢板市においても令和元年の

台風 19 号による水害で文化会館が被災し使用不能

となりました。 

また、本年１月 28 日に埼玉県八潮市で起きた下

水道管の老朽化による道路陥没事故は記憶に新し

いところです。 

相次ぐ自然災害やインフラの老朽化対策推進と

して、国は第１次国土強靭化実施中期計画を閣議決

定し、地方に一層の防災力の強化を求めています。 

矢板市においても矢板市国土強靭化地域計画が

本年３月に改訂されましたが、リスクを回避するた

めに以下について質問いたします。 

  
⑴ 老朽化による歩道橋など橋

梁の崩落事故の回避について 

矢板駅南側矢板市保有、矢板駅構内高校前跨線人

道橋の階段が老朽化による錆の発生により穴が開

き、震災などで線路上に崩落する可能性が考えられ

ますが、橋梁の崩落事故に対するリスク回避をどの

ようにするのかお伺いします。 

  
⑵ 矢板市管理の水道管の老朽

化対策について 

本年、１月 28 日におきました埼玉県八潮市の下

水道管の老朽化による道路陥没事故を一つのきっ

かけとして第１次国土強靭化実施中期計画の中に

事故を踏まえたインフラ老朽化対策の推進が掲げ

られております。 

インフラの整備・管理や老朽化対策にはＡＩ・ド

ローンなどの最先端のデジタル技術の活用が予防

措置として有効であり、将来的にはコストダウンに

つながると考えます。 

令和６年６月の第 396 回定例会議におきましてＡ

Ｉを活用した漏水検査は他の自治体では有効であ

り調査研究していくと答弁がありましたが、矢板市

の漏水に関する現状と今後の取組についてお伺い



  

します。 

  
２ ＮＦＴの活用について 地方での著しい人口減少、過疎化によって地域の

課題をその地域だけで解決するのが困難になって

きています。 

地域の住民票をＮＦＴとしてデジタル化するこ

とは、住民票ＮＦＴを所有することによりその地域

に居住していなくても、デジタル住民として自治体

のまちづくりに参加することが可能になります。 

ＮＦＴを活用することで自治体は販売したＮＦ

Ｔによる財源を確保することができると同時に、

「地域の盛り上がりに比例してトークン価格が上

昇する可能性」を生み出すことができ、デジタル住

民へのインセンティブとして活用ができます。 

自治体での地方創生におけるＮＦＴ活用の動き

の中で、最も期待されるメリットの一つが関係人口

の創出です。人口や産業、資源の減少といった現在

の地方・地域が抱える問題を解決するには、経済循

環の実現・活性化が不可欠な要素であり、そのため

には地域に関わる人々を増やしていく必要があり

ます。 

ＮＦＴはこうした関係人口創出の手段として、

様々な方法で活用することが可能です。 

人口減少や過疎化が進む地方・地域では、市外へ

の流出が顕著な若年層とのつながりの構築が必要

とされます。その中で、地域と多様なつながりを持

つような関係人口を創出できるＮＦＴは日本の地

方創生にとって、大きなメリットとして注目されて

います。 

ＮＦＴ購入・保有の特典としてその地域の特産品

を提供したり、訪れた際に使用することができる商

品券をデジタル上で付与するなど関係人口の増加

につなげることもできます。 

また、自治体が発行した住民票ＮＦＴを販売する

ことにより、その売上を財源として歳入増になりま

す。 

昨年、行政視察で訪問しました山形県西川町で

は、地方創生事業の一環として、ＮＦＴを活用した

取組を進めています。 

同町は、日本最大級のＮＦＴマーケットプレイス

「ＨＥＸＡ（ヘキサ）」を活用し、旅行会社と連携し

て「デジタル住民票ＮＦＴ」を発行しました。 

これにより人口約 4,600 人の町に 1,915 人の関係人

口を創出しました。 



  

デジタル住民票ＮＦＴを持つ町外からの訪問者

は着実に増加しており、若年層や富裕層の関係人口

の拡大に貢献しています。 

ＮＦＴ所有者が町を訪れて温泉を利用するなどの

経済活動や「デジタル住民票ＮＦＴ」の販売により

まちの歳入も増え、地方創生 2.0 を実現に導いてい

ます。 

ＤＸを推進している矢板市としても、関係人口の

増加と収入増の実現に向けて活用推進すべきと考

えますがＮＦＴの導入についてお伺いします。 

  
３ 矢板市の人口減少対策につい

て 

矢板市が消滅可能性自治体と公表され、市民に衝

撃が走りました。 

栃木県内でも矢板市を含む８自治体が公表され、

栃木県においても人口減少への対策を検討するた

め、栃木県人口未来会議が設置され、出生率の低下

に加え、女性の県外への流出が課題として挙げられ

ました。 

このことについては会議において、「静かなる有

事」だと危機感を持って表現されました。 

政府は 2023 年の統計を基に、男性の賃金を 100 と

した時の女性の賃金水準を「男女間賃金格差」とし

て都道府県別に算出し、格差が大きいのは栃木県の

71.0。平均勤続年数や管理職に占める女性の割合が

低いことが原因と分析され、栃木県から東京圏に流

出する女性は多く、2020 年の 20～34 歳の未婚者の

男女比は、女性１に対して男性 1.32 と多くなって

います。（読売新聞より） 

このことは、高校を卒業し、進学や就職で東京圏

に転出した女性が、そこで得たスキルを活用できる

職業が地方には少ないこともあります。 

人口未来会議では、転出超過などを解消するた

め、「男女間賃金格差の是正」「女性のキャリア形成

支援」を企業などに取り組むべき行動として促すこ

ととしています。 

女性に選ばれる地域を作らなければ、人口減少は

止まりません。また、女性が活躍できる地域をつく

ることは、持続可能なまちづくりのためにも重要な

ことです。 

矢板市における女性の流出の現状と、女性に選ば

れるための施策について質問いたします。 

  
  



  

一 般 質 問 通 告 一 覧 表 

第 405 回定例会議 

 

発言順序 ８ 議席番号 ７ 氏  名 掛下 法示 

      

質  問  事  項 質  問  要  旨 

  
１ 東小学校建て替えの国庫補助

金の件について 

本市の小中学校は建築後 40 年を超えるものが多

数存在し、建て替えや改修が継続的に発生すること

で、東小学校の建て替えについては、矢板市財政面

から重要につき、前回に引き続き、疑問点について

質問します。 

小中学校改修や建て替えを国庫補助金ゼロで実

施することは、よほど財政に余裕のある自治体でな

いかぎり、国庫補助金を活用するのは必須条件と考

えるので以下質問する。 

  
⑴ 国庫補助対象となる建物の

判断について 

建物のかぶり厚さ不足による建築基準法違反で、

瑕疵ある構造物として利用できない建物と判断す

るならば文科省の国庫補助事業の「構造上危険な状

態にある建物」に該当し、建て替えで１/３の補助金

対象になるのではないかと考える。このことについ

て伺う。（文科省学校施設の長寿命化改修の手引き 

Ｐ70、Ｐ102 参照） 

  
⑵ 10 年経過後の国庫補助金

申請について 

東小の耐震補強から、既に 14 年経過しているの

で、過去の国庫補助事業完了後から 10 年が経過し

ている。そのため、建て替えしても国庫補助金の対

象になるのではないかを問う。 

  
⑶ 太陽光発電について 前回の市報告で、太陽光発電導入中止の報告があ

った。しかし太陽光発電設備は、公立学校に設置す

る場合は、１/２の補助金制度がある。学校施設は災

害時の避難所に指定されているので、停電時の太陽

光発電と蓄電池は必需品と考える。また電気代の自

家調達により、大幅に電気代経費が安くなるので、

投資採算からもメリットがある。導入すべきと思う

が見解を問う。 

  
２ 東小が長寿命化に適さないと 

した理由の疑問について 

 

  
⑴ 長寿命化改修の判断基準に

ついて 

文科省長寿命化改良事業Ｑ＆ＡのＱ９の長寿命

化改修に適しているかの判断基準について答えは、



  

一律に長寿命化改修の適否判断基準を示すことは

できません。 

有識者会議でも、「劣化が著しく進行し、建物とし

て崩壊寸前状態にあったとしても、現在の技術をも

って補修・改修・補強を行えば、再び使用できる状

態にすることも可能」とされる一方で、改築とする

か長寿命改修とするかは、「整備とその後の維持に

かかる費用の比較が判断基準になる」とされていま

す。この内容について知っているか伺う。 

  
⑵ かぶり厚さの改修について 市がかぶり厚さ不足を長寿命に適さないと判断

したことについて、柱を補修で対策可能と思う。見

解を問う。 

  
⑶ 構造体劣化調査業務委託に

ついて 

東小構造体劣化調査業務委託結果一覧表におい

て、長寿命化に適さない判断を調査会社で判定して

いるが、都内の大手建設センターでは、調査会社の

業務とは、「評価結果を依頼先に提出するのであり、

長寿命化に適さない判定はしない。」と言う。今回な

ぜ調査会社に判定させたのかを問う。 

  
⑷ かぶり厚さ不足の原因究明

について 

かぶり厚さ不足は、型枠との間にドーナツ形をし

たスペーサーを使用して３cm を確保するので、今回

のような建築基準法に違反することは工法として

あり得ない。当時の建設会社にかぶり厚さ不足原因

究明することを問う。 

  
⑸ 他小学校へのかぶり厚さ問

題について 

東小建設年の前後に矢板小、泉小が建設されてい

るので、これらはかぶり厚さ不足の問題はないのか

と考える。このことについて伺う。 

  
３ 財政について 10 年以内に建て替え・長寿命改修の必要な学校は

６校見込まれ、市役所・公民館・図書館の建て替え・

長寿命改修で東小での事業費から換算すると数百

億円規模となる。そのほか公共施設改修、道路・橋

建設修繕、産業団地造成、上下水道老朽化更新など

があるが試算より除いている。人口減少、地方税の

見込も計上し 10 年計画での財政見通しで問題ない

のか検証することを問う。 

  
４ まちづくりについて 今年２月に地方議員研究会、人口減少対策、地方

創生特別研修を受講したが、そこでは国の進めてい

る地方創生はうまく行ってないと評価されていた。

例えば 2015 年から 2020 年で人口増減市町数は減少

1,419、増加 298 となっていて、過去何度も国の指示



  

どおりに動いて、全国地方自治体衰退につながって

いる。自治体間競争の中で、拡大都市を目指して、

マーケティングやブランド化などの民間企業の手

法を採っているまちが成功していることが紹介さ

れていた。 

矢板市は国の進めているコンパクトシティや地

方創生を推し進め、それが一因となり消滅可能自治

体に該当したのではないかと考える。国の進める政

策ではなく、マーケティングによる拡大都市を目指

す独自政策が必要だと考え、まちづくりについて以

下のとおり質問する。    

（文献:牧瀬流まちづくり成功への秘訣） 

  
⑴ コンパクトシティから拡大

都市を目指すまちづくり政策

に転換について 

矢板市はコンパクトシティにこだわり、縮小均衡

で発展性がないイメージで良くないと感じる。その

ため他市町からの移住地として、私はマイナス評価

をしている。 

また、中心部の居住優遇政策で、コンパクトシテ

ィから外れた地域住民からの格差と行政サービス

低下への懸念などにより、この政策に対しても私は

マイナス評価をしている。 

新市長になり、企業誘致による経済成長を掲げ、

県北の核となるまちを目指している。いつまでもコ

ンパクトシティにこだわらず、国道４号拡幅に合わ

せた沿線開発など、拡大都市を目指す新しい方向を

目指すべきと考えます。市の見解を問う。 

  
⑵ 地域との協働によるまちづ

くりについて 

地域の活性化に向けたコンパクトシティ実現に

当たっては、市街地から離れた地域では、コミュニ

ティの希薄化・利便性の低下が考えられる。そのた

め、同時に地域の自治レベルを高め、コミュニティ

が相互に連携することが欠かせない。 

自治体だけでコンパクトシティを進めても住民

の共感は得られない。 

北上市は、協働を基本として「まちづくり３条例」

をつくり、住民との信頼関係を構築した後、市内 16

地域全体のコンパクトシティを進めたことが成功

の要因とされ、北上市の取組は実効性があること

で、国土交通省も注目している。 

市内 16 の地域を活性化させ、あじさいの花々の

ように咲き誇らせる「あじさい型」多極集中連携都

市構想を掲げる北上市はその都市の要件として、以

下の三つを挙げている。 



  

１ 都市拠点と地域 16 拠点が明確になっている

こと。 

２ 拠点同士の交通と情報のネットワークが構

築されていること。 

３ 地域の自治レベルが高く「まち育て」が推進

できること。 

この地域を活性化するのに、住民・行政・事業所

の協働のまちづくりが重要であり、その組織化・地

域拠点化・まち育て・拠点同士の交通・情報ネット

ワーク化・協働の進め方等様々な環境整備が必要で

ある。この点での市の見解について問う。 

  
⑶ まち育てを実践する人材育

成講座について 

都市を支えるのは各地域である。地域を活性化さ

せ「まち育て」を自ら実践できるような人を育てる、

市民講座の機会が必要でないか。例えば以前活動し

ていたふるさと創年大学をより発展させた「まち育

て創年大学」のような市民学校を作り、市民による

「まち育て」を実践できるような人を育ててはどう

かを問う。 

  
⑷ 重要なのは行政資源の選択

と集中について 

国の進めている地方創生は、全国地方自治体でう

まく行っていない。自治体には推進項目がたくさん

あり焦点がぼけている。自治体の限られた陣容でや

るには、行政資源の選択と集中が必要で、そのため

には対象層を絞るメインターゲット戦略を求めら

れる。 

民間企業のようにメインターゲット戦略が求め

られ、全国の自治体で、マーケティング課や営業課

を設置してシティプロモーション（都市地域売り込

み）やブランドイメージ化（地域資源、強味）に力

をいれている自治体が増えている。本市におけるこ

れらの施策を問う。 

  
   


